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人員 （かっこ内は主な担当プロジェクト）
• グループリーダー:前田忠彦准教授（センター⾧兼）（１，２，３）
• 特任教員 加藤直子准教授（１，２）、芝井清久特任助教（１、３）
• 特任研究員 田中康裕（共通活動兼）（３）
• 技術補佐員1（共通活動兼）

プロジェクト
1. 各種社会データの整備と公開
2. 全国共同調査ネットワーク形成と共同調査の実施
3. （社会調査の実施に伴う）「コンプライアンス」に関わる課題の研究と普

及

社会調査関連事業（グループ）の体制・活動
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統計数理研究所が実施した大規模学術調査（公開部分を担当）
• 日本人の国民性調査（詳細はこちら）

統計数理研究所が1953年以来5年に一度、全国調査を実施してきた継続社会調査の時系列
データを整備し、個票データを共同利用に供することを目指す。
• データの公開状況：客員教員・「共同研究」への応募を通じての試運転的な「共同利

用」を開始
• 国際共著論文など成果も少しずつ

• 意識の国際比較調査（詳細はこちら）
• 1971年頃に始まった国際比較研究は、国民性をより深く考察する目的で日本以外に住

む日本人・日系人を初め、他の国の人々との比較調査をおこなう。
• データの公開状況：一部のプロジェクトについての公開準備がほぼ整った。共

同研究の他，簡易版（無制限の利用を想定）を公開予定，詳細版（限定・登録
者の利用を想定）も作成

内部メンバーとの共同研究を意識した，より「共同作業型」のデータ公開へ

１．各種社会データの整備と公開(1)
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他組織との共同で実施した各種調査（公開部分を担当）

• 格差と社会意識に関する全国調査(2010年，大阪大学の共同調
査、詳細はこちら）
• 基本データはSSJデータアーカイブに寄託済み
• 付帯情報データを含めた活用を検討

• 鶴岡市における言語調査（2011年，国立国語研究所との共同調
査，データ公開支援（詳細はこちら））
• 国立国語研究所のウェブサイトから，基礎データ公開
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１．各種社会データの整備と公開(2)



意識の国際比較調査：
国際調査データによる文化的多様性の研究

• 文化的背景の異なる国家の
データを集め、その関連性と
変化を明らかにすることを目
指す。

空間的なつながり
時間的なつながり

• 人の価値観の構成や変化のメ
カニズムの解明、それを通じ
て社会をより良いものにして
いくための手掛かりを求める。

5
R.Yoshino, K.Shibai, et al. 2015. The Asia-Pacific Values 
Survey 2010-2014: Cultural Manifold Analysis (CULMAN) 
of National Character. Behaviormetrika 42 (2): 104. 



国家や文化圏による価値観の共通点と相違点を調べる。
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Q.4 “If you were born again, would you like to be born as boy or girl?” 
1 Boy 2 Girl
3 Other (Specify) 4 D.K.(Don’t Know)

Men’s Response Women’s Response

Asia Pacific Values Survey 2010-14 
http://www.ism.ac.jp/~yoshino/index_e.html

どの国家でも男
性は男性を、女
性は女性を選ぶ
傾向が非常に強
いことが共通し
ている。
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A slightly large 
number of 
women choose 
“boy.”

Large number of 
women choose 
“girl.”

Singaporean 
women’s opinions 
are moderate and 
stands in the meddle 
of the Blue and Red 
groups (but near the 
Blue one).  

Sinic, Islamic, Hindi culture

Western culture

Japan culture
(near Sinic but isolated)Sinic, Confucian culture

Hindi culture

文化圏で調査地域を分けるとさらに文化圏内の共通性や
違いが明らかになる。
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One more example: Confidence to social organizations 
(Q52 of APVS2010-14). 
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Japan 13.5% 74.1% 70.2% 70.9% 39.1% 25.0% 53.1% 73.3% 64.9% 87.7% 

US 59.7% 56.8% 21.0% 65.6% 26.8% 22.8% 53.5% 49.9% 43.0% 76.9% 

Beijing 28.1% 86.2% 67.6% 75.5% 83.9% 84.0% 43.3% 78.9% 62.9% 96.8% 

Shanghai 40.8% 84.1% 66.0% 73.9% 81.6% 78.1% 54.7% 74.4% 64.9% 94.2% 

Taiwan 75.9% 53.7% 44.7% 59.1% 46.1% 38.8% 59.1% 71.6% 64.3% 88.4% 

Hong Kong 59.6% 87.9% 57.6% 70.7% 53.1% 55.2% 68.0% 83.2% 76.2% 89.1% 

South Korea 41.8% 51.9% 63.7% 46.6% 34.8% 17.2% 44.6% 60.6% 71.8% 78.4% 

Australia 44.5% 77.7% 32.7% 88.7% 47.9% 46.0% 75.2% 79.5% 64.1% 92.5% 

Singapore 83.0% 93.9% 78.2% 92.8% 90.0% 89.2% 80.5% 83.9% 83.9% 92.7% 

India 86.6% 79.7% 72.2% 59.9% 53.5% 59.6% 69.0% 77.4% 72.9% 93.0% 

Vietnam 80.8% 94.0% 80.1% 84.9% 93.2% 95.7% 88.4% 90.0% 92.3% 97.1% 

 Shibai (2015). p.179.

Percentages of 
“Confidence”

much low confidence in 
the North East Asia but 
much high confidence in 

the South East and 
South Asia. 

much low confidence in 
Western culture countries 
but much high confidence in 
the South East and South 

Asia. 

low confidence in 
many democratized 

states but much 
high confidence in 

one-party 
dictatorship states. 

much high 
confidence in all 

countries. 



国際比較調査データの公開準備

• 主に古い国際調査データのデータ・ファイルの確認およびメタ
データの修正、コードブックの作成、付属資料などを作成。
• 7ヶ国国際比較調査

• 日本、イギリス、フランス、ドイツ、アメリカ、オランダ、イタリア
• 研究期間 1985-1994年

• 東アジア価値観国際比較調査
• 日本・北京・上海・香港・台湾・韓国・シンガポール
• 研究期間 2002-05年

• アジア・太平洋価値観国際比較調査
• 日本・ＵＳＡ・北京・上海・香港・台湾・韓国・シンガポール・オーストラリ

ア・インド・ベトナム
• 研究期間 2010-14年
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• 特に7ヶ国国際比較調査（1985-1994）は
• 管理を引き継いだ時点でボンド・データのSPSSファイルしか存在しない
• 国別データはWindows以前のPCによるものと思われるデータファイルのみ
• 調査票の原票が当初は所在不明（後に資料室で発見）

などの理由から各国の項目の確認が困難であった。（ヨーロッパの調
査国の現地語が確認できない）

英語と日本語が混在し、それ以外の言語はほぼ
確認できない古いボンド・データ

書籍掲載の日本調査票
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• 異なる社会から得たデータの結合の難しさ
• 例. 教育システムの違い

• 国ごとに教育システムや学歴の捉え方には違いがあり、日本とアメリカやオーストラリ
アの間でも学歴を比較することが難しい。

• 比較可能なデータになるように、現地リサーチ会社や研究者のアドバイスを受け
て、たとえば高学歴はどのカテゴリーからになるかを明確にして再カテゴライズ
したデータを結合する。

日本とは全く異なるシンガポールの教育シス
テム
1. No formal education/ Primary education
2. Secondary Education/ "N" level
3. "O" Level
4. Post Secondary (ITE)
5. Pre U / JC/ "A" Level
6. Polytechnic/ Diploma
7. University/ Postgraduate

受験の合否が重視される日本の学歴調査は退学も卒業扱いと
する。
1. 小・中学校
2. 高校(及び旧中)
3. 大学・大学院
4. 短大・専門学校

卒業が重視されるアメリカの学歴調査では退学は卒業には含
まない。
1. No high school diploma
2. High school diploma, but no 4 -year college /university degree
3. 4 -year college /university degree , but no advanced degree
4. Advanced degree (masters , doctorate , law, medicine , etc.)

11※現代的には「国際標準教育分類（ISCED）」にて対応が自然だが，時期的に古いモノなど限界あり



• 海外の研究者も使用できるようにデータファイルのメタデータ
を英語に統一。
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• 不明瞭な項目の補足・修正を実施。
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• 調査項目のコードブックを作成。こちらも英語で作成。

Number
of

Question

Name  of
variables

Expaination of variables Questionnaire (American survey) Code Item

nation country 11 Italy
12 France
13 W.Germany
14 Holland
15 England
16 America
17 Japan

Q1 v7.30b STANDARD OF LIVING IN COUNTRY 10 YRS AGO Compared with ten years ago do yo think the standard of
living of Americans as a whole is...

1 much better

2 slightly better
3 About the same
4 slightly worse
5 much worse
9 D.K.

Q2 v7.30a YOUR STANDARD OF LIVING 10 YRS AGO Compared with ten years ago do you think your standard of
living is...

1 much better

2 slightly better
3 About the same
4 slightly worse
5 very bad
8 other
9 D.K.

Q3 v7.31 LIVING CONDITIONS IN FUTURE Over the next five years do you think your living condition
will get...

1 much better

14



• 付属資料の項目を『人文学・社会科学におけるデータ共有のた
めの手引き』p.10-12のメタデータの項目に合わせて作成し、
データ共有における標準様式となりうる情報を掲載。

『人文学・社会科学におけるデータ共有のための手引

き』の項目』p.10-12のメタデータの項目

ID Number ISD-02

調査名，あるいはデータセット名。研究費申請段階の

研究題目と研究者が通称として用いる調査名とが異な

ることもありますが，知名度の高い名称を採用するほ

うがよいでしょう。

Title A Cross-National Survey of Seven Countries

URI https://www.ism.ac.jp/~yoshino/arito/index.html

Project Title A comparative study of National character by Cultural Link Analysis(CLA)

作成者は，データの内容を担当した個人であり，多く

の場合，研究プロジェクトの統括者（ディレクター）

／調整者（コーディネーター）を指します。

Author (Director/Coordinator)
The Committee of the comparative study of National Character
The Representative: C.Hayashi

データの収集またはデータが収集されたプロジェクト

に資金を提供した財団や資金配分機関。必要に応じ

て，研究費番号も記録します。

Fundings Pilot Study (A) Scientific Research, by Ministry of Education, Japan, 1992- 94

Distributor Center for Social Data Structuring (CSDS); ROIS-DS

Date of Distribution

データセットのバージョン情報。アーカイブから提供

するデータについては，アーカイブ側で共有するデー

タのバージョンを付与します。共有されるバージョン

と，研究者が寄託した段階のバージョンとの異同は，

アーカイブ側で記録を保存します。

Version 2021-05-21

Date of Version 2021/5/21

データが収集された研究，理論的枠組み，研究中の概

念の運用に関する情報。多くの場合，データを探して

いる研究者は概要を読んで，そのデータが自身の研究

にとって有用であるかを判断します。

Abstract

The purpose of this study was (a) to establish the analytic methods for comparing attitudinal structures among people
residing in various cultural contexts, and (b) to utilize such methods to analyze both the existing and the new datasets
and acquire basic knowledge that promotes understanding and cooperation among nations. The cultural- link-based
international/cross-national comparative survey method and the statistical analytic methods based on it were key to
accomplishing our goal.
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• 公開用のWebページを準備。
• 利用規約やユーザー登録などを作成し、個人

情報保護法やGDPRに適応した利用環境を準
備。

• スマートフォン対応ページも作成し、閲覧環
境を改善中。

https://www.ism.ac.jp/~yoshino/data/1.html16



• 項目の制限された「一般公開用データ」と利用者を限定した「限定公開
用データ」の2種類にデータを区分し、アップローダーの希望する種類の
データを公開できるプラットフォームを準備。
• 利用規約への同意、ユーザー登録、アップローダーによる許可などでアクセス権限

を設定。

利用規約を弁護士監修の下で作成。

公開準備中のプラットフォーム画面
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社会調査データの公開支援活動

• 専修大学社会知性開発研究センター
とのMOU
https://www.senshu-u.ac.jp/research/sidrc/

• 「ソーシャルウェルビーイング」プロジェクトとの連携
• 相互的な貢献で研究交流を進める
• DS施設公募型共同研究への応募課題（金井雅之教授代表）にて，国際

的な共同研究プロジェクトの活動を支援
• SoWSAデータセット（アジア8カ国の国際比較調査）をKOSSDAから

公開
• 先方の新たなプログラム応募に協力など「研究力強化」に貢献

18



２．全国共同調査ネットワーク形成と共同
調査の実施―「共同型」の調査を通じたデータ公開

19

• 小規模な，いくつかの事例
• 「共同調査」～データ共同利用・公開を目的とし

た，他組織との連携調査を念頭に
• 公募型共同研究として，データ公開にむけた活

動を継続
• 「情報・システム研究機構」の未来投資型プロ

ジェクトなど，将来の研究テーマ開拓に関わるプ
ロジェクトの枠内での実施

• 第4期での展開を検討中



DS共同利用研究
名古屋大学環境学研究科

• 立川雅司教授

• ゲノム編集技術に関する海外の規制動向
を踏まえた同技術の応用に対する日本の
農業政策への提言

• 上記研究を推進する過程で日本をはじめ
各国の消費者意識調査が必要

DS社会データ構造化センター
• 加藤直子・前田忠彦・稲垣佑典
• DSが消費者意識調査に関する調査設計およ

び統計分析を担当
• 名古屋大学の研究テーマに関してDS側が共

著として参画
• DS側独自の研究テーマを設定し、名古屋大

学側が共著として参画

農業政策研究のエキスパートと計量社会調査法の
エキスパートの異分野コラボレーションの成功例



• 立川,加藤,前田,稲垣,松尾（2022,印刷中）「ゲノム編集技術応用食品とそ
のガバナンスに対する消費者意識」『フードシステム研究』

• 立川,加藤,前田,稲垣,松尾（2020）「ゲノム編集技術の動物応用をめぐる社
会的課題 」『フードシステム研究』

• 立川,加藤,前田（2017）「ゲノム編集由来製品のガバナンスをめぐる消費
者の認識ー農業と食品への応用に着目してー 」『フードシステム研究』

名古屋大学が主著者のDS共同利用論文



• ランダム化実験(RCT; Split Ballot Experimental Design）の
消費者意識調査への適用を提案

研究の構想段階からのDSのコミットメント

既存の３技術（ゲノム編集・遺伝子組換え・一般育種）の農作物への応用に
対するリスク・ベネフィット・価値意識について、専門知識の多寡（分子生
物学の専門家・他分野の専門家・一般市民）でグループ分けし、それぞれの
技術の情報提供後におけるグループごとの項目に対する平均値をプロット。
科学的知識の影響はベネフィット意識の向上で顕著であったものの、リスク
意識の低減や価値意識の向上に対しては限定的であった。

育種技術に関する情報提供方法の違い（動物/植物）が消費者のリスク
意識に与える影響を統計的に検討するために、動物群と植物群にランダ
ムに回答者を振り分け、ゲノム編集技術の食品への応用に関するさまざ
まな意識を測定。植物群は、技術の動物への応用に対して、動物群と比
較して高いリスク意識を示した。

Kato-Nitta, 
et al. (2021)

Kato-Nitta, 
et al. (2019)



• Kato-Nitta, Maeda, Inagaki, Tachikawa (2021) Effects of information on 
consumer attitudes towards gene-edited foods: a comparison between 
livestock and vegetables. BMC CABI Agriculture and Bioscience, 2(14).

• Kato-Nitta, Maeda, Inagaki, Tachikawa (2019) Expert and public 
perceptions of gene-edited crops: attitude changes in relation to scientific 
knowledge. Palgrave Communications, 5 (137).

DSが主著者のDS共同利用論文（１）

2論文ともにDSよ
りEurekAlert!
プレスリリース

英語・イタリア
語・中国語・韓国
語などで多くの科
学ブログ等に紹介
される

英国食品基準庁(FSA)
の報告書に2論文が引
用され、研究成果が
英国の農業政策にも
貢献（2021）

主著者の加藤が米国
アイオワ州立大で招
待講演（2020）



DSが主著者のDS共同利用論文（２）

Field Citation 
Ratio:42.09
2019年に発表し
た論文が、同時期
に発表された同分
野の論文と比較し
て現時点で42倍の
引用数。



３．「コンプライアンス」に関わる課題の研
究と普及

25

• グループ間「共通課題」と言える側面がある
• 当面「社会調査の実施」に関わるコンプラインス

を重点に
• 基本的な骨格は，（分野や）データ取得方法を問

わない，であろう。
• 漠然と「コンプライアンス」としているが，いくつか

の側面の統合的理解が必要か
• 研究者の「Code of Conduct」「Best Practice」
• 形のはっきりした「法的な問題に対する対処」

• 少し大きな視点で「データライフサイクル」の管理

• 「情報・システム研究機構」の未来投資型プロ



Data Life Cycle Management （田中特任研究員）
～社会調査プロセスとデータライフサイクル再構築の必要性～
• オープンサイエンスやオープンデータが世界的な潮流となり、社会調査などを含む社会

科学系データに関しても、広く社会で共有し、活用されることが期待されている。
• 研究データのマネジメント方法や研究終了後の共有・公開方法などを定めたデータマネジメントプ

ラン（ＤＭＰ）の提出が公的研究費の必須要件とする動きが進められる。
• 日本でもAMEDなどがDMPの提出を必須要件として定めている。

• 一方で、データやプライバシーを保護するための社会制度の再構築も世界各国・地域で
進められている→制度改正の目的はデータの（プラバシーを含む）権利保護と公正利用

• 欧州のデータ保護に関するGDPR（General Data Protection Regulation：一般データ保護規則）の施行を契機
として、社会制度の再構築が世界中で進められている。

• 日本でも、2020年6月の個人情報保護法の改正にはじまり、データの保護と利活用を推進するためさらなる改正
が進められる。

• 世界的にデータ・プライバシー保護に関する社会制度の再構築が進む中で、データの公
開・共同利用とプライバシー保護を両立するために、社会調査を含めて社会データの収
集・管理・運用・公開・廃棄の各プロセス（データライフサイクル）を、データの公正
利用のために新たなプライバシーや個人情報保護に関する社会制度に適応させることが
求められている（コンプライアンスマネジメント） 。
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Data Life Cycle Management ~社会データ共有のために~
プライバシー保護とデータの共有・共同利用を両立させるためには、社会調査データを含む
データの収集・管理・運用・公開・廃棄のプロセス（データライフサイクル）が、個人情報と
プライバシー保護に関する社会制度に適合していることが求められる。

我が国におけるの社会調査プロセスでは…
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社会データのデータライフサイクルマネジメント
に関する研究者支援

社会データ構造化センターの取組

• DLCMに関する研究者支援と関連ド
キュメントの公開

• 法的知識を含むデータ・プライバ
シー保護制度に関する動向の調査と
情報公開

• 社会調査データの収集と公開

• 匿名化手法を含めたデータの公開方
法に関する調査と提案

Source :University of Ottawa Library, “What is research data management?”を元に作成。
https://biblio.uottawa.ca/en/services/faculty/research-data-management/what-research-data-management
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社会データ構造化センターが公開するデータ
ライフサイクルマネジメント関連のドキュメント

公開中の資料(http://csds.rois.ac.jp/document/SSG_pj3/)

• 個人データ保護の厳しい環境変化に対応した社会データの利活用

• 新しい個人データ保護の潮流

• 牧野次郎弁護士ご講演録（第4回社会データ構造化シンポジウム）

• 社会調査の遂行における法的注意点(改訂版）

• 第５回社会データ構造化シンポジウム講演主旨説明

• WEBアンケート調査における人情報保護の課題と対応

• Cookieをめぐる動向について

• 第５回社会データ構造化シンポジウム講演への質問・論点集

• 企画チュートリアル：産官学連携研究実施のためのコンプライアンスマネジメント

• 報告書：産学連携研究実施のためのコンプライアンスマネジメント ―共同研究等の実施に伴う契約交渉、締結にかかる論点整理―

• 感染症対策に資する社会データとしての環境情報の取り扱いに関する検討

このほか、Webアンケート調査実施に関する留意点をまとめた「Webアンケート調査における個人情報保護対応の在り方についての
報告書 」など関連資料を随時公開予定
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第4期に向けて
1. 各種社会データの整備と公開

→加速
2. 全国共同調査ネットワーク形成と共同調査の実施

→継続・発展
3. （社会調査の実施に伴う）「コンプライアンス」に関わる課

題の研究と普及
→より多面的な展開、たとえば国際比較プロジェクトの実際
に即して

4. 「社会調査史料」アーカイブプロジェクト
→2020年度途中から，試験的な起動を
• 国立国語研究所との「共同研究」を通じた論点の検討
• 過去の調査史料（調査票原票を含む）のアーカイブ化と，再データ化
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